
株式会社クラスシード
会 社 案 内

株式会社クラス・マイスターは
2020年4月30日より社名のみ変更しました



会社名

オフィス 大阪（本社） 大阪府茨木市玉瀬町4-6
町田 東京都町田市原町田1-6-24

株式会社クラスシード

平成13年12月 株式会社パテントセクション設立（大阪オフィス）
平成22年 6月 株式会社クラス・マイスターに社名変更
平成29年 3月 町田オフィス設立
令和 2年 4月 株式会社クラスシードに社名変更

会社概要

平成13年12月

1,000万円

知的財産事業，ソフト開発事業

東京三菱UFJ銀行，三井住友銀行，りそな銀行，ゆうちょ銀行

設 立

資本金

事業内容

取引銀行

沿 革
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「一部上場企業の磁気媒体の製品設
計および分析、半導体装置の製造装
置の開発設計」を経験し、その後、
知的財産分野に転身。
半導体装置，IT，ゲーム関係の企業
内知財経験から、知的財産分野での
業務経験は30年以上。
特許庁の調査研修過程を修了。

代表 友近 宏

取締役 高田 満
「一部上場企業の法務部⾧等」を経験。
数多くの著作権係争に従事。

技術チーフマネージャー(東京) 小栗 克之
「一部上場企業での開発」を経験後、
国内特許事務所の特許技術者として
30年従事していたベテラン。
電気・機械・情報処理、制御をはじめと
して、数多くの技術分野に従事。
また、多数の知財スタッフを育成。

技術チーフマネージャー(大阪) 小路 勝

国内特許事務所を経験後、
「一部上場企業において、知的財産
部，法務部で係争などの業務」で活
躍。弊社の創設時からのメンバー。
また、多数の知財スタッフを育成

その他 化学，電気，機械，建築，IT，制御の経験スタッフ 10名

（創設者）

「外部知財部として、各種知財業務を御支援させていただきます。」

IT統括マネージャー 矢田 健一
「一部上場企業での開発」を経験。
ソフトプログラミング，製品企画，
デザインなどに従事。

スタッフ
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【中国】 北京銀龍知識産権代理公司

【韓国】 YOUME特許法人

【台湾】 理津法律事務所 【米国】 LEX YOUME特許事務所

【日本】 ・荒井総合法律事務所（顧問）

【欧州】
Novagraaf(Questel)

ICプロジェクトなどで提携

クラスシードのネットワーク

中国出願などで提携

韓国出願などで提携

台湾出願などで提携

・その他、複数の特許事務所

米国出願などで提携

【米国・タイ・ベトナムなど東南アジア諸国】
Masuvalley and Partners 

・中国・東南アジア・米国など
模倣品対策プロジェクト
・米国・東南アジア各国出願などで提携
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【その他】各国の現地代理人と提携



企業において、知的財産部，

法務部，開発部を経験したス

タッフ、特許事務所に在籍した

スタッフ、顧問弁理士、特許庁

の調査研修完了者など、豊富

なベテランスタッフが在籍しており

ます。

「お客様の立場や状況に合わせ

てカスタマイズした商品・サービス

を提供すること」をモットーに

日々精進しております。

お客様のご要望に沿って、カスタ

マイズされた形で納品物をご提

供いたします。

これまで、お客様を支援させて

いただいた中で構築された、当

社独自の国内外のネットワーク

やノウハウを用い、固定概念にと

らわれず、常に新しいアイデアを

取り入れながらお客様をご支援

いたします。

豊富な経験を持つ
スタッフ

カスタマイズ重視独自のネットワークと
ノウハウ

調査のほか外国出願など
幅広い支援

単に調査のみを行う調査会社

ではなく、これまでに、企業様の

外部知財部として特許調査を

含む多種多様な知財支援業

務を行ってきた経験を活かし幅

広くご支援いたします。

自社の強み

１ ２ ３ ４
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調査業務
特許・実用新案・意匠・商標といった
知的財産権に関する各種調査を承っており
ます。

調査

60%コンサルティング

15%

外国出願

15%

マッチング

5%

研修・

トレーニン

グ

5%

【事業内訳】
研修・

トレーニング
5％

知的財産事業 （１）事業内容
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外国出願業務

米国・中国・韓国・東南アジア・EU・その他
特許・商標出願業務を承っております。

リスクマネジメント業務
現地で行う対策や商標出願などが円滑に進められるようご支援致します。
① 中国・東南アジア諸国における模倣品(コピー品)対策
② ブランディング戦略の一環としての外国商標対策



知的財産事業 （１）事業内容

研修・トレーニング業務
知財分野での活躍を目指す未経験者、経験の浅い方々に
知的財産に関する知識を普及する活動を行っております。

マッチング業務
お客様と、他の企業様との間の事業マッチングなどを、
特許調査をはじめ知的財産の観点からご提案致します。

コンサルティング業務
お客様の知的財産業務をサポートする、
外部知財部としての業務を担わせて頂いております。

その他
・翻訳
・米国特許の売却、ライセンスについてご支援いたします。

調査

60%コンサルティング

15%

外国出願

15%

マッチング

5%

研修・

トレーニン

グ

5%

【事業内訳】
研修・

トレーニング
5％



特許調査
• 出願前先行技術調査

• 特許解析書の作成

• 製品化前のクリアランス調査

• 無効調査

• パテントマップ作成

• 特定の技術動向調査

• 未出願用(開発者用)先行技術調査

• 開発テーマに関する特許技術調査

• 他社ウォッチング調査

• 他社製品に対応する特定特許調査

• 製品用途マッチング調査

商標調査

• 文字商標調査

• デザイン商標調査

• 使用・不使用商標調査

• JP-NET

• J-PlatPat（特許庁サイト）

300～500件（各種調査を含む）

調査案件数（年間平均）

使用DB

知的財産事業 （２）国内調査
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• 開発テーマに関する特許技術調査

• パテントマップ作成

• 特定の技術動向調査

• 特許解析書の作成

• 他社ウォッチング調査

• 他社製品に対応する特定特許調査

• 製品化前のクリアランス調査

• 無効調査

商標調査
• 文字商標調査

• デザイン商標調査

• 使用・不使用調査

使用DB
• DERWENT

• CNIPR

対応国
アメリカ，ヨーロッパ，PCT加盟国，

オーストラリア，イギリス，カナダ，フランス，

ドイツ，ロシア，韓国，中国，インド，

インドネシア，ベトナム，タイ，台湾

調査案件数（年間平均）
100～200件（各種調査を含む）

知的財産事業 （３）外国調査

特許調査
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知的財産事業 （４）外国出願

～クラスシードのネットワークで現地代理人とダイレクトに連携～

【外国特許出願】
対応国
アメリカ・中国・韓国・台湾など

【外国商標出願】

対応国
全世界に対応
例）アメリカ・中国・韓国・台湾・ヨーロッパ各国・東南アジア各国・

アフリカ諸国・南米諸国・オセアニア各国・・・・

出願→登録、各O.A.、取消審判、係争等にも対応支援



【取引先】
• 一部上場企業様（上記技術分野の企業様）
• 非上場企業様
• 大学
• 個人のお客様

【調査事例】

知的財産事業 （５）技術分野

 各種機械製造装置
 手摺構造
 基礎パッキン構造
 医療機器
 医療測定機

 電池内の電解液
 液晶表示素子
 半導体素子に用いられ
る成分

 その他各種分野に用い
られる材料の成分

 遊技機の制御方法
 営業統括システム
 会話システム
 自然言語解析

 電子回路
 太陽光発電装置
 プロジェクションマッピング
 プロジェクタ

機械・構造

化学 電気

情報・制御

9



模倣品対策

• サイト削除

自社製品の画像を使われている等の詐欺サイト
を削除。

• 外国商標出願

権利化して、他社に使われないようにするため
の出願をクラスシード独自のネットワークを駆
使し対応。

• ＥＣサイト対策

現地の日本人と連携し、進み具合、状況を的確
にお伝えします。必要に応じて、戦略を立てた
り、ウォッチング（定期的に監視）をかけるこ
とも可能。

対応国
ヨーロッパ、アフリカ、アメリカ、南アメリカ諸国、中国、タイ
ベトナム、インドネシア、その他のアジア諸国
また、提携事務所「北京銀龍知識産権代理公司」では、中国国内の特許法律事務所として豊富な
実績と経験、当局との繋がりなどもあり、お客様のニーズに合わせてきめ細やかな対応が可能。

多くのお客様の模倣品対策業務を御支援



【翻訳可能な言語】

•英語
•中国語
•韓国語
•東南アジア諸国の言語

翻訳
翻訳のご依頼も承っております

東南アジア諸国の言語はお任せください



自社において生まれた独自のアイデアを、製品として開発・販売しております。

介護記録システム「レポートヘルパー」の開発・販売
デイサービス施設における介護スタッフの業務を効率化
するための介護記録システムを開発し、販売しております。
スマートフォン，タブレットなどの端末から、
Webブラウザ上でデータの入力・管理・共有ができます。

その他の開発事業
もの作りの観点から、お客様のニーズをお聞きし、特許調査を活用しつつ、
製品のアイデア設計など開発を行っております。

支援事業
知的財産およびソフト開発以外の分野におきましても、業務の支援を行っております。

ソフト開発事業

例) WEBシステム，データベース，アプリケーションソフト
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